	会　議　録

１．会議の名称　　　　第６２回熊取町原子力問題対策協議会

２．開催日時　　　　　平成２９年３月２７日（月）午後１時３０分から

３．開催場所　　　　　北館３階　大会議室

４．議題　　　　　　  案件１　役員選出について　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　案件２　京都大学原子炉実験所の現状報告について

　　　　　　　　　　　案件３　原子燃料工業株式会社熊取事業所の現状報告について

案件４　その他　

５．公開・非公開の別　全部公開

６．傍聴者数　　　　　０人

７．審議等の概要　　　案件１　役員選出について

　　　　　　　　　　　・欠員となっていた委員長に、委員の互選により岸本敬仁氏（自治会連合会会長）が選出されました。

　　　　　　　　　　　案件２　京都大学原子炉実験所の現状報告について

　　　　　　　　　　　　川端所長はじめ参加者から以下の報告説明があり、質疑応答を

経て了承されました。

　　　　　　　　　　　・原子炉施設の再稼働の見込みについて

　　　　　　　　　　　　　現在、施設定期検査期間中として運転停止している京都大学研究用原子炉（ＫＵＲ）並びに京都大学臨界集合体実験装置（ＫＵＣＡ）は、原子力規制委員会から新規制基準への適合確認を経て、それぞれの施設について平成28年9月21日、平成28年5月11日に原子炉設置変更承認申請が承認されものであり、それに伴う保安規定の改定、改造工事並びに既存の施設に・設備改修も順次行い平成29年3月には概ね全工事の完了を予定している。その後施設定期検査を経た後運転再開となる予定となる旨説明がありました。

　　　　　　　　　　　　　平成29年度の共同利用研究の審査を行った結果、採択件数は243件で再稼働を控え、昨年から若干増加している。また、専門研究会11件、ワーク－ショップ1件も採択し、全国大学等多くの研究者から運転再開が期待されているとの説明がありました。

　　　　　　　　　　　・京都大学原子炉実験所原子力事業者防災業務計画の修正について

原子力防災業務計画は毎年1回（例年は12月頃）内容の見直

しや修正が求められ、今年度は緊急作業時における被ばくに関連する法令等の改正に対応するうえで、主に災害時の原子力防災要員にかかる記載内容を変更するための修正が必要となり平成28年8月1日付けで修正をおこなった旨説明がありました。

・京都大学原子炉実験所原子炉施設保安規定の改正について

　　　　ＫＵＲ及びＫＵＣＡの原子炉設置変更承認申請書が原子力規

　　　制委員会から承認されたため、その変更内容との整合を図るため原子炉施設保安規定の改正が必要であり、ＫＵＲ及びＫＵＣＡそれぞれに平成29年2月28日、平成28年8月29日付けで原子力規制委員会から承認を受けた旨の説明がありました。

　　　　　　　　　　　・平成２８年度の原子力規制委員会による原子炉施設の保安検査状況について

　　　　　　　　　　　　　平成28年度の原子力規制委員会による原子炉施設保安規定の遵守状況に関する保安検査が、第２四半期分（9月5日～6日）、第３四半期分（12月5日～6日、9日）及び第４四半期分（3月8日～10日、13日）として実施され、いずれも保安規定違反になる事項はない旨の説明がありました。

　　　　　　　　　　　・平成２８年度第２回緊急時訓練等について

　　　　　　　　　　　　　平成28年10月3日に平成28年度第2回緊急時訓練を泉州南消防組合の参画を得て総合訓練として実施。ＫＵＲ及びＫＵＣＡの再稼働の準備も考慮し、午前と午後の2部構成とし、午前中第1部で森林火災、竜巻襲来時対応訓練、午後の第2部で震度６強の地震発生想定の訓練を実施。訓練後に課題の抽出を行い、今後に生かしていくことを確認し、訓練結果について原子力規制委員会に報告した旨説明がありました。

　　　　　　　　　　　・熊取アトムサイエンスパーク構想について

　　　　　　　　　　　　　熊取町・大阪府・京都大学の3者による「熊取アトムサイエンスパーク構想」実現に向けての一つの柱であるホウ素中性子捕捉療法（以下「ＢＮＣＴ）という。）の実用化と更なる発展のため医療としての普及や高度化を目指すとともに産学官連携や研究拠点等における国内外のネットワーク形成方策等を検討する目的で設置した「ＢＮＣＴ推進協議会」（「ＢＮＣＴ研究会」が昨年1月に改組）の第2回協議会が平成29年3月21日に開催され、平成29年度事業計画及び基礎研究への取組について議論がなされた。また、平成28年9月に日本が世界のＢＮＣＴ研究をけん引する必要性、そのための支援を広く強力にアピールするためのシンポジウムを東京で開催し、当日は国会議員、大学・医療関係者、民間企業等約250名の参加があり、大盛況であったとの説明がありました。また、ＢＮＣＴが世界の最先端を走っていることを住民の皆さんに理解いただき、熊取町のブランドイメージを高めていきたいとする説明がありました。

【質疑】

　　　　　　　　　（江川委員）

原子力事業者防災業務計画の修正について、緊急作業時におけ

　　　　　　　　　　　　る被ばくに関連する法令等の改正に対応するためのものということですが、専門的なことなのでもう少し簡単に修正点を説明いただきたい。

（高橋放射線管理部長）

緊急作業に従事する者に対する教育・訓練を実施し、その作業に従事する事前承諾を記録に残すこと、また、緊急作業時の被ばく線量について普段は年間50mSv、緊急作業時100mSvと基準値があるが、福島での事故を受け、非常に大きな事象の際にその

　事象を止めなければならない場合は250mSvまで作業が認められるようになりました。

（釜江安全管理本部長）

今の説明の補足ですが、今後、大きな被ばくを伴う作業では自己申告で事前承認を要しますが、それを拒否して作業を行う者がいなくなるということはございません。福島の事故における対応を反映した法改正が行われ、我々のところでは、そのような事象が起こることはないと考えておりますが、そのための準備として所要の修正を行いました。

　　　　　　　　　（重光顧問）

　　　　　　　　　　　安全審査の件で確認したいのですが、Sクラスの強固な建屋となっているのは、竜巻対策が必要ということですか。熊取町で竜巻が発生するということなのか。

　　　　　　　　　（釜江安全管理本部長）

竜巻の大きさには１から５のスケールがあり、この地域で過去に発生した最大の竜巻は岬町でスケール１で大きいものではない。竜巻は地震と異なり被害が出ないと情報が残りにくく、例えば海上で大きな竜巻が発生したとしても被害が出なければ情報として残らない。そのため、本原子炉では原発並みのスケール３の風速92ｍで、40～50ｍ離れた所からの飛来物に対しても建屋が壊れないよう、過去に起こったことのないような事象に対して、重要な施設については対策を行うこととなっております。

（鱧谷副委員長）

福島の事故がございまして、廃炉に向けてという研究がこれから非常に重要になってくると感じているのですが、実験所としてそのような研究についてはどのように考えておられるでしょうか。

（川端所長）

　廃炉と言ってもいろんな廃炉があり、福島の廃炉ではデブリの取り出しでは下手をすれば再臨界になるおそれがあるため、そうならないようチェックする研究があります。もう一つ、デブリを取り出した後、その処理をしなければなりませんが、その際にその中にどういう物が入っているかを調べる必要があり、その手法に関する研究を行っています。また、これは福島の廃炉関係ではないのですが、大きな問題となっています原発の使用済燃料の処分について、その解決方法がいくつか提案されている中で、寿命が長い原子核を壊し、寿命が短いものにするのにＡＤＳという装置を上手くできる可能性がある研究があります。我々のところでは、実際にそのＡＤＳというものが成り立つのかどうかという研究を進めております。

なお、これは熊取に使用済燃料を持ってくるという話ではなくて、将来的にどこかでそのようなことを行う施設を建設するとき に、こういう装置は成り立つかどうかという研究です。

　（鱧谷副委員長）

　　　福島の廃炉も大変なことですが、現在、多くの原発が停止や稼働をしている中で、今後、年数が経ってくると廃炉に向けた問題も出てくると思うので、そのあたりの研究についてはどうですか。

（川端所長）

そのあたりの研究については、実際にはかなりの部分は基礎研　究というよりは工学的にどうするのかということになっておりますので、我々のところより企業などの方がかなり進んでいる分野が多くなっております。ただ、その中でもなかなか解決できない問題もありますので、そういう分野では我々のところでもいろいろ行っておりますが、規模的には先ほどご説明しました研究よりは小さいものになり、個人レベルの研究ということになります。

案件３ 原子燃料工業株式会社熊取事業所の現状報告について　

伊藤熊取事務所長はじめ参加者から以下の報告説明があり、質疑　応答を経て了承されました。

　　　　　　　　　　　　・平成28年度の原子力規制委員会による原子炉施設保安規定の遵守状況に関する保安検査が、第２四半期分（平成28年8月29日～9月1日）、第３四半期分（平成28年12月1日～12月19日）及び第４四半期分（平成29年2月27日～3月3日）として実施され、第2、第4四半期分については保安規定違反になる事項はなかったが、第3四半期分については保安規定違反2件、指摘事項1件があった旨の説明がありました。（後述のトラブル事象参照）その他、核物質の受け払いにかかる管理状態の検認を受ける短期通告無作為査察、核燃料物質の実在庫検認を受ける棚卸し査察、当事業所核物質防護規定の遵守状況検査受けたところ、指摘、違反事項はなかった旨の説明がありました。

・平成27年度下期～平成28年度上期における環境放射線測定結　　果については特に問題になる数値はなかった旨の説明がありました。

・トラブル事象（保安規定違反2件、指摘事項1件）として保安規定違反の1件目は平成28年11月9日負圧異常事象が発生し、その通報が遅れる事象（通常15分以内の通報が求められるが2時間経過したもの）が発生したとのことであり、負圧異常があった部屋では核燃料物質の取り扱いはなかったため、周辺環境への影響はなかったが、是正措置として通報連絡体制及び迅速な通報の重要性についての所内周知、通報訓練を実施し、今後計画的、継続的に実施していくよう訓練計画に盛り込んだ旨の説明がありました。

保安規定違反の2件目として、１件目の負圧異常事象である負圧警報検査中においては、部屋の負圧を確認できない状態であったことへの対処として、負圧警報検査中も仮設の圧力計により負圧を確認できるようにする工事を平成28年11月25日に実施したが、この工事計画については事前に保安規定に則った核燃料安全委員会での審議を行う必要があったものを遺漏していたことが保安規定違反にあたるとされ、是正措置として工事計画作成要領を見直し、核燃料安全委員会で審議が必要な場合は確実に審議が行われるよう工事計画の作成要領を見直した旨の説明がありました。

　指摘事項1件については負圧警報にかかる施設定期自主検査の作業手順に不備があるとされてもので、是正措置として負圧警報検査の作業手順において、負圧を維持するための手順に関する記載の不十分さを見直し確実に負圧を維持できる手順とし、また、検査中も部屋の負圧の維持を確認するよう手順をみなおした。見直した手順を検査作業者に周知したうえで負圧警報検査を行い、問題なく検査できることを確認した旨の説明がありました。

その他の施設定期点検の要領についても併せて見直しを行った旨説明がありました。

以上のトラブル事象の是正については第４四半期分の保安検査において原子力規制委員会の了承を得た旨の説明がありました。

・生産設備休止状況及び生産再開について

原子燃料の生産を平成25年12月から停止しておりましたが、川内原子力発電所二号機向けの燃料を生産を平成28年8月から再開した。生産再開に向け生産設備の総点検、試運転、作業者のスキル確認、再教育を行ったこと、生産停止期間中に設備更新の法定検査に合格し、保安規定の変更認可を取得していること、生産にあたっては安全を最優先に手順の確認を十分に行ったことなどの説明がありました。

・加工事業の新規制基準への取り組み状況について

平成26年4月18日に新規制基準の適合に向けての加工事業変更許可申請及び保安規定変更認可申請後、現在原子力規制委員会の審査を受けている段階であり、その間審査会合10回、平成29年1月20日には現地調査を受けている。今後は原子力規制委員会からのコメントに対応した補正を行い、早い段階で加工事業変更許可申請及び保安規定変更許可申請の承認を得たいとする説明がありました。また、新規制基準適合承認前に運転再開ができていることについて、加工事業については法律で5年間の猶予期間があることから平成30年12月までに承認を受ける方向で作業を進めているところであり、その間については生産も平行して行っていくとする説明がありました。

・原子力事業者防災業務計画に関する状況について

　平成28年度第2四半期から平成29年3月10日の間において原子力事業者防災業務計画の見直し実績はないこと、原子力事業者防災業務計画及び保安規定等に基づく防災訓練として平成28年11月24日に消防訓練、平成29年3月10日に総合防災訓練、その他夜間非常訓練等も実施した旨の説明がありました。

・広報活動の状況について

　平成28年度は一般公開を見送り、4月2日の原子炉実験所の一般公開に合わせて実験所の会議室で展示をおこなったこと、次年度は規模を縮小して一般公開を再開する予定であること、平成28年度一般工場見学者受け入れとして関西電力からの紹介でのべ25名の見学受け入れがあったことついて説明がありました。

【質疑】

（阪口委員）

燃料の生産は、川内原発の受注等により、震災前の何％ぐらいにもどることになるか。

　　　　　　　　　　　　（伊藤熊取事業所長）

　　　　　　　　　　　　　　日本全国で震災前55基ありましたが、その後福島、美浜の一部廃炉もあり、時間はかかりますが現状動く可能性のあるものが全部動いたとして6割から7割程度と思います。現時点で動いているのが、川内１､2号機と伊方3号で、当社の受注状況では震災前と比べると30％も戻っていない状況です。

　　　　　　　　　　　　（阪口委員）

　　　　　　　　　　　　　　従業員もだいぶ減っていると聞いています。ピークからは、3割ぐらい減ったのですか。

（伊藤熊取事業所長）

熊取事業所からは、100名近く減っているが、廃炉、新規事業関係に行っておりますので、正味60名ぐらい会社を離れたというところです。

（阪口委員）

前の体制に戻るまではかなり時間もかかるかと思いますが、熊取町内にもたくさんの若者を中心に人材がおりますので、是非雇用を助けていただけたらと思いますので、よろしくお願いします。

（伊藤熊取事業所長）

判りました。ありがとうございます。

（田中正敏委員）

負圧という圧の影響は、地元にどれぐらいあるのか、危険性とか説明いただきたい。

（伊藤熊取事業所長）

負圧を確保しているというのは、何か事故等があったとき　　に、核燃料物質を扱っておりますので、それが扉とか開口部から外に出さないために常に建屋内の気圧を低めにしております。扉が開いても、圧力の関係で外に出ないような状況を作っておこうというもので、仮に一部の部屋の負圧が正圧になっても全体の建屋としては影響はないものです。今回の事象もいくつもある部屋の１カ所が常にマイナスだったものが一時的にプラスになったものがすぐに復旧したということ、全体としてはマイナスの部屋に取り囲まれており、実質建屋としては正圧になっていないと考えてください。

（江川委員）

先程、京都大学の原子炉の方では、住民の暮らしの中でも安　　心して暮らせるのが最優先だというお話があって、安心してましたが、原燃工の方は負圧トラブルが発生したということで、しかも新規制基準は5年の猶予があるから、まだそれだけ徹底していない中でも現在作っているというところが、不安の一つです。

（伊藤熊取事業所長）

負圧事象を起こしまして、大変申し訳ございません。これは　　11月9日に起こしまして、きちんとした要領ができていなかったということがあり、通報が遅れたというのも不安を煽る要因になりますので、我々大変問題だと考えております。11月25日に工事の関係で誤報を発報したのですが、その際は9日の件を受付けまして15分以内に町の方には通報させていただいきました。その後、毎月のように通報に関して訓練を行っております。当社といたしましても、地元の皆様のご理解の上で操業できていると行った認識をもってございますので、現在新規制対応途中ではありますが、対応可能なものから先取りして体制を整えていくので、ご理解よろしくお願いします。

（江川委員）

使用済燃料が各発電所で眠っている中で、（新）燃料を作っ　　　ていくということがどれだけの住民にとって不安かというところがあります。その燃料の製造元として、使用済燃料の後始末ということについて、今どういう研究に取り組まれているのか、ありましたら教えてください。

（伊藤熊取事業所長）

国の方針としましては、非常に早い段階から燃料につきまし　　ては再処理をして、使用済燃料に関してはそれまでは海外で主にやっていたのですが、六ヶ所村中心に再処理をして濃縮して再度新しい燃料を作ろうと、これはプルトニウムとウランを混ぜたＭox燃料という形で再利用することで、サイクルを回すという研究が進められております。当社もそのサイクル事業をされております日本原燃（株）に社員を今の時点で約50名近く出しまして、再処理がちゃんと回るように技術的な協力をするように、そういう取り組みをしております。

　　　　　　　　　　　　（江川委員）

　　　　　　　　　　　　　　これ以上言っても仕方ないのですけれども、サイクルの部分ではいつも聞くのですけれども、うまくいっていないというのが現状でありますので、やはりその辺はしっかり見ていかなければいけないと思って質問させていただきました。

　　　　　　　　　　　　（岸本委員長）

　　　　　　　　　　　　　　負圧とは、大気圧に対して、通常どれぐらいなのか。

　　　　　　　　　　　　（松浦環境安全部長）

　　　　　　　　　　　　　　基準として２ｍｍ水柱ということになりまして、19.6Ｐa大気圧より低い。スチール製のドアを開けようとすると、少し重いと感じる程度になります。耳が痛いとか、そういうことにはなりません。

　　　　　　　　　　　　（岸本委員長）

そういう微妙な調整をやっているので難しいんですね。

８．審議会の情報　　　名称　　　　　熊取町原子力問題対策協議会

　　根拠法令等　　原子力問題対策協議会条例

　　　　　　　　　　　設置期間　　　昭和４７年１０月２８日から

　　　　　　　　　　　所掌事務　　　本町に設置された原子力施設の平和利用と安全性

の確保を図るため、必要な調査及び審議を行い、関係機関に意見を具申する。

委員数　　　　２５名

９．担当課　　　　　　環境課


